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1 )  改革案としての 『 シ ャ ウ プ 勧 告 』  と ,  実際に法制化された制度とを区別す
る都合上,実施後の税制は, 「シ ャ ウ プ 税 制 」 と 呼 ば れ る こ と が 多 い。 両者


























2 )  武田教授は, 「近代的税務会計は. この昭和25年の改正をもって, 始 ま っ
たといっても過言ではないであろう 。」 と述ぺて, 昭和25年の法人税改正の
税務会計発展史上の意義を重視している。 武田, 1977, 107ベ ー ジ。




ものであったことを, あ き ら か に し て い る。 染谷恭次郎 (編) 『我国会計学
の潮流 第一巻』雄松堂書店,1984年,26ベー ジ。
3 )  た だ し , こ の 改 正 で は , 額 面 超 過 金 ( 株 式 プ レ ミ ア ム ) の う ち の 株 式 発 行
費控除後の残高のみが,益金不算入とされた。 の ち に 詳 述 す る よ う に , こ の
事実は,税法固有の「益金」 概念を知るうえで見逃せない。
4 )  この条文中の「前條第一項」 にあたる法人税法第8条第l項には,「法/''






この規定は, 額面超過金 (株式プレミアム) の全額の益金不算入を容認
せず, 株式発行費控除後の残高のみの益金不算入を指示している。 こ う し
た控除計算を要求する税法の根拠は, 本来は益金である額面超過金 (株式





さらに,  国庫補助金に対する圧縮記帳の規定 (法人税法施行規則第l1条)
と保険差益に対する圧縮記帳の規定 (昭和22年l0月改正法人税法施行規則






5 )  国印補助金に対する圧縮記帳については,昭和25年の法人税法施行規則改
正によって今日の詳細な規定の原型の誕生をみたが, それ以前の昭和22年3






















ま り ,  圧縮記帳制度は, 国庫補助金や保険金について課税の繰延べを認め
るための課税技術にすぎず,国庫補肋金と保険差益は「益金」として課税
されていることになる。
このように,  昭和25年改正後の税法には, 『シ ャウプ勧告』にそって導
入された新制度と, l日法の影響を色濃く反映する旧制度とが混在していた
ことになる。この点において,改正税法は,まさに,新旧の理論の交錯す
る 「モザイク」 6 ) にほかならなかったことになる。
3 ・ 1 ・ 2  税法批判と 「純資産增加説」見直し論の登場
昭和25年の税法改正 ( 3 月 )  後まもない同年9月には, 通達の公開主義
への転換を求めた『シ ャウブ勧告』 の提案が受け入れられ 7 ), 「法人税法
6 )  黒沢教授は, 昭和2、)年改正後の法人税法の課税所得計算規定について, 「そ
れは古い課税思想と新しい課税思想とのモザイックにすぎないことが見出さ
れる。」と述べている。黒沢 清「近代税法と会計原則」 『産業経理』Vol.11,,
No .1 ,  January,l95l, p.10.
7 )  「個人所得税および法人所得税の執行」と題された『シャウプ勧告」 の第
4巻では, 税法にかんする税務当局の解釈や判断のみならず, 税務行政上の
各種の手続きにかんする説明を含む官庁の資料の多くを, 組織的に公開すべ
き こ と が ,  つぎのように要請されている。













9月25日附 「直法1 - l00」51)
「総損金とは, 法令により別段の定めのあるものの外資本の払戻又は












育成すべきである。 このような解釈は,  国税庁および税務署ばかりでな
く ,  可能な最大限まで公衆へも提供されるべきである。 それは 『解釈』
ま た は 『 判 定 』 と ぃ ったような特別の主題を付し,かっ,適当な索引を
つけて編基されるぺきである。」(Shoup Mission, l 9 4 9 , V o l u m e  W,,
pp.D47- D48)
「 ( 3 )解釈および判定一国税庁の解釈および判定は,現在. 一般に公
開されていない。 これらは,  今日, 国税庁および税務署に発せられる通
際に統合されている。 これらの解釈および判定は, 通際から分離し, 適
当な索引を付して, 一般大衆の用に供すべきである。 こ れ ら は , あ き ら
かに, 統一的な様式で定期的に発行され, 常に最新のものにしておくべ
きである。」(Shoup Mission,1949,Volume IV , p .D65)
な ぉ , 『 シ ャ ウ プ 勧 告 』 以 前 に お い て も , 通 達 の 公 開 が ま っ た く な さ れ な
か っ た わ け で は な い 。 こ の 点 に つ い て は , 井 上一郎「租税史発掘 終戦から
シ ャ ウ ブ 勧 告 ま で  租税通達の公表一申告納税制度に関連して一」 『税務広












金」 および 「損金」 とはみなされない資本取引の範國を法定資本金の增減
取引に限定する前提にたって, 法定資本金以外の純資産の增加原因の一切
を 「益金」とみる解釈を展開した点にある 9)。上記の通達もまた,これと
同様の前提に立つ て , 「資本の払込」 ならびに 「資本の払戻」という用語
を , 「資本金の払い込み」 ならびに 「資本金の払い戻し」の意味に用い,
伝統的 「純資産增加説」を踏襲しているものとみられる lo'。 ちなみに , 上
記 「益金」の定義中に,「法令により別段の定めのあるものの外」という
除外規定を挿入した税務当局の意図は,額面超過金(株式プレ ミ ア ム ) に
ついて, 「本来ならば, 法人の益金であるが, 法律の特別規定によってこ
れを益金としては取扱わない旨の規定であることを言外に表示」 l l ) す る
8 )  なぉ, わが国法人税法上の「純費産增加説」と, シ ャ ン ツ  (Georg
Schanz)がl9世紀末に唱えた 「純資産增加説」との関係については, 田中
勝次郎「税法と企業会計原則との調整意見書に対する批判」「税法学」, No.
20. August, l952,pp.7- l9が詳しい。




の分析については, 国中勝次郎「シ ャ ン ツ の純資産增加説と認定質与」「税
法学」No. 3 ,Ma r ch , l 9 5 l , pp . l- l lを参照されたい。
l l )  田中勝次郎「税法の独立と税法学の震生」「税法学」No.9,September,,
l95l. p.2.






まず, 『シ ャウプ勧告』 の啓発を受けて, 当時, 急速に勃興しっつあっ
た税法学研究の分野では l3), 昭和26年l月に発行された 『税法学』 創刊号
l2) 武田教授は, この通達公開の意義に注目し, 「課税当局における法解釈の
内容が公開されたことになり,  その意味では一般の国民の批判の材料が出撤
っ た こ と に も な っ た の で あ る。」と述べている。武田,l990,40ベージ。
また,当時,国税庁法人税課に所属していた漢 良之助氏もまた,この通
達公開の意義を重視し, 「他方税務会計の側においても, 従来の秘密主義が
ーてきされて取扱通達が公表された。 こ の こ と に よ り ,  それまでうかがいし
れない不可思識な存在であった税務会計の全貌が明らかになり, 全面的な理
論関争の素材が提供された。」と述べ,通達公開主義への 転 換 を 求 め た 『 シ
ャウプ勧告』が税務会計研究の戦後の発展に果たした役割を指摘している。








うな間題をこの分野において提起するであろう 。 こ の こ と は ,  法律およ
び会計の実務に携わる者と, 大学や政府の調査部局で教育や調査に あ た




が向けられるべきである。」(Shoup Mission,1949, Volume IV , p. D
67)
ま た , 同 様 の 勧 告 は , 『 シ ャ ウ プ 使 節 団 日 本 税 制 第 二 次 報 告 書 』 で も , つ
ぎ の よ う に な さ れ て い る 。
「大学の法学部は, 財政政策ならびに財政学の見地とは異なる法律的見
地に立 つた所得税および法人税の講座を, 開設すべきである。 そ う  した
講座は,弁護士をして,租税の間題に興味をいだかせ,かっ, 租 税 制 度
についての見識ある批判を喚起するのに. 大いに役立つであろう 。 それ




の誌上において, はやく も, 昭和25年の改正税法ならびに取扱通達への批
判が展開されている。




い」 l4) と結論している。さらに,「法人税取扱通達批判(-) 」と題した
別稿において, 同教授は, 法人税の課税所得計算の基礎とされるべき 「益















授は, a税法の研究と教青への気運が,「シ ャ ウ プ 動 告」の発表以前から港
在的に高まりっつあったことを指摘したうえで, 「この気運を一挙に願在化
さ せ た の が , シ ャ ウ プ 動 告 で あ っ た。」と述べている。金子 宏「所得概念
の研究」有要関. 1995年,「はしがき」,2ベージ。
l4)  中川一郎「税法の法源と税法規の解釈一取扱通達について一」「税法学」
No . l . January, l 9 5 l , p . 3 3.
l5) 中川一郎「法人税取扱通達批判(-) 」 「税法学」No. l ,  January,l95l,,
p.4l.




















依存主義」 I8) と評して, 鋭く批判し, 税法独自の日的にそった法解釈の
l6) 中川一郎「法人税取扱通達批判(-) J  「税法学」No. l ,  January. l95l,,
p.42.






l8) 田中. March. l95l ,p.6. なぉ, 田中氏による同様の批判は,つぎの各
論文においても展開されている。
田中勝次郎 「法人税取扱通達と商法依存主義」「税経通信」Vol. 6 . No.
l ,  January,l95l,pp.l09- ll7./''
l0 - 40 -
わが国税務会計発達史の研究Cl1)
必要性を指摘している的t 同氏によれば, 上記の取扱通達中の 「資本の払
込」 ならびに「資本の払戻」は,本来は,「商法上の意義ではなく, 経済
上の意義における払込と払戻し」 と解されるべきであり, したがって, 上











代税法と会計原則」 と題した論文を発表し, 改正税法を, 新旧の理論が交
錯する「モザ イ ク」 2 l ) と呼んで,その非近代的側面を批判している。同
教授は, この論文において, 「企業会計原則J の立場から指摘されるべき
改正税法の所得計算規定の主要な間題点を列挙したのちに, 「日本税法は,
近代化の途を進みっつも, 未だ若干の点で停滞を示しているものと断ぜさ
、 田中膀次郎 「再び我国の種端なる商法依存主義について (漢事務官の批判
に答う)」「税経通信」 V o l . 6 , N o . 9 , September,l95l,pp.
44-58.
国中勝次郎「税法の独立と税法学の震生J f税法学」No.9 . September,,
l95 l ,pp. l- l 5.
l9) 田中氏による税法批判について,当時,国税庁法人税課に所属していた漢
良之助氏は,「領聴に値する所論であり,この間題について反省の気運が生
じているのは, 一に同氏の研究によるものといえよう 。」 と述ぺ, その意義
を高く評価している。漢 良之助「改正商法と税法」 『税経通信」Vo l・6 ,,
No.7, July, l95l,p.86.
20) 田中, January,l95l,p. l l 3.
2 l )  黒沢, l95 l , p . l0. - 4l - l l
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「企業会計原則」 への「近接」 24) と呼んで欲迎し,結論として,残され
た両者の差異の解消のために 「純資産增加説」 を見直す必要性を説いてい
る。
3 ・ 1  ・ 3 税務当局者による税法研究の進展と伝統的税務会計観の動
橋
一方, 『シャウプ動告』 の発表ならびに 「シ ャウプ税制」 の成立を契機
として,税務当局の内部には,従来の税務行政に対する真準な反省が生ま
れていた。
たとえば, 忠  佐市氏は,大蔵省主税局調査課長だった昭和24年ll月に,






いうことである。 もっとも, これらの解釈通際の一部は, 必要に応じ
て外部の納税者へ も発表せられ, また, 行政裁判事件などを通じてそ
22) 黒 沢 , l 9 5 l , p. l5.
23) 黒沢. l 95 l ,p . l 5 .
24) 太田哲三「会計原則と税務」 『企業会計」Vol. 3 , N o. 9,September,
l951, p.4.
























25) 忠 佐市 「税務計算と会計原則(-) 」  「企業会計」 Vol . l , N o . l l ,,
November,l949,p.34.
26) 忠. November,l949. p.35.
27) 忠. November,l949. p.36.
28) 忠 佐市 「税務計算と会計原則(二)」 「企業会計」 Vol . 1 , N o . l2,,
December, l 9 4 9 , p.26.
忠氏のこの主張は, 税務会計研究のあるべき要を他にさきがけて指摘した
も の と し て , 注 日 に あ た い し よ う。なぉ. 当時の税務会計研究の発展状況/''
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その後, 患氏は, 「税務計算の新理論」 と題した一連の論文を発表し,
そのなかで, 昭和25年の税法改正に伴う法人所得概念の修正点の分析をふ
















、'・については, 患 佐市 「科学としての税務会計のありかた」「産業経理」
Vol. l 0 ,No. l2,December,l950. pp.9- l4を参照されたい。
29)  患 佐 市 「 税 務 会 計 の 新 理 論 (- ) 」 「企葉会計」 V o l . 3 , N o . l ,,
January. l95l,p.38. な ぉ , 忠  佐市「a税法要論」日本評論社,l950年.
l53ベージにも, 同様の定義が掲げられている。
30)  患 佐市 「 税 務 会 計 の 新 理 論 ( 二 ) 」 「企業会計』Vol. 3 , N o. 2 .
February, l95l,p.68.なぉ,忠氏は,この見解の論nを掲げた,つぎの
一速の論文を発表している。
患 佐市「税法における所得計算原理(-)」「企業会計」Vol. 3 , N o. 7 .
July. l95l,pp.37-4l.
患 佐市「税法における所得計算原理(二)」「企業会計」Vo l . 3 ,No. 8 ,,
August,l95l,pp.l6- l9.
患 佐市「税法における所得計算原理(完)」「企業会計」Vol. 3 , N o. 9 ,,
hptembef , l 9 5 l , p p . 3 4-39.


























3 l )  患 佐市 「税法における梅利確定主義の展開」「会計」Vol.63, No. l ,,
January,l953,p.85. なぉ, この結論の論nについては,患 佐市 「法人
税法における成果計算的思考の理解」 「会計』 Vol.62,No.6,November,,
l952, pp.8l -94を参照されたい。
32) 富岡幸雄 「税務会計論序説 一税務会計の理念と現実 一」 「税 経 通 信 』 /''






















「税経通信』 Vol.5,No. l lOctober, l950,pp. l l8- l26.
富岡幸雄 「税務上の期間損益確定の原則一税務会計の原則論の一的 (その
二 ) 一 」 「税経通信」Vol. 5 ,No . l1,November,l950,pp.46
-55.
富岡幸雄 「期間外損益と法人税務会計[税務上の期間演益確定の原則]」
「税経通信』 Vol. 6 ,No .3 ,March , l95 l ,pp .76-87.
富岡幸雄 「税務上の売買損益計算」「税経通信」Vol. 6 , N o. 8,August,,
l95l. pp.95- l04.




計」Vol.59,No.6,  June , l95 l ,pp. l l 2- ll3ならびに飯野利夫「日本会
計研究学会第l0回大会の記」「産業経理」Vol.1 l , N o . 7 ,  Ju ly , l95 l ,pp.
62-63を参照されたい。















深い伝統的観念」 3'「) の動揺と,それに代わる「企業会計の尊重」 と い う
新たな理念の台頭を反映したものと理解されよう。
3 ・ 2  税法改正通動の展開
3 ・ 2 ・ 1  「税法と企業会計原則との調整に関する意見書」の発表(昭
和21,年 6月) とその影響




No.1, July, l95l. p.24.
37) 演, l 9 5 l , p . 2 l.
38) ちなみに,昭和20年代後半から昭和40年代初頭にかけて, 企業会計基準審
議会(企業会計審識会)から公表された税法と「企業会計原則」との調整/''
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昭和27年(l952年) 6月, 企業会計基準審議会は, 「税法と企業会計原
則との調整に関する意見書」(以下では,「27年意見書」 と 略 称 す る ) と 題














、、,,に関速した 「意見書」 ならびに 「速続意見書」 は. 下記のとぉりである。
「税法と企業会計原則との調整に関する意見書」 (昭和27年6月l6日, 経済
安定本部企業会計基準審識会中間報告)。








39) 「税法と企業会計原則との調整に関する意見密」 (昭和27年6月l6日, 経済
安定本部企業会計基準審議会中間報告)。
40) 「税法と企業会計原則との調整に関する意見密」 (昭和27年6月l6日, 経済
安定本都企業会計基準審識会中間報告),「前文二J参照。








もちろん, 「27年意見書」 は, 課税所得の計算を目的とする税法の独自
性をも否定したわけではなかったが43), 上記の主張ならびに要望について

























44) 畑山, l984 , 45ベ ー ジ。

















上記通達では,「27年意見書」に対する税務当局側からの, い わ ば , 「逆
批判」 が展開されているのであり, 「企業会計原則」 の:尊重を求める企業
会計基準審議会の主張と要望は,結局のところ, 「門前払い」 を く っ た 形
となっている。
かくて, 「27年意見書」の上記の主張と要望は, ただちに受け入れられ
45) 当時, 大蔵省税制課長だった泉 美之松氏も, 「27年意見書」の調整への
基本姿勢を, 「租税政策上又は租税日的上差異があるものを除いては, 企業
会計原則を至上のものとし, 税法はそれに調整されなければならぬとする態
度」 と評したうえで,  「会計原則が唯一絶対なものであって, 商法も税法も
これに調整するようにしなけらばならないと説くのは, 全くの独断に過ぎな
いのではあるまいか。」 と批判している。 泉 美之松「意見書の『総論』に
ついて」「企業会計』Vo1.4 ,No .8 ,  July,1952,pp .87-88.
なお,「会計』,「産業経理』,「企業会計』の各誌において,「27年意見書」
への賛否両論を掲載した特集号や臨時增刊号が刊行されている。 たとえば,,
『会計』Vol.62,No.3,  July,1952, 「産葉経理」Vo l . 12 ,No .7 ,  July,,
l952, 「企業会計』Vo1.4,No. 8 ,  July,l952などを参照されたい。





3 ・ 2 ・ 2 税法と 「企業会計原則」との調整の進展







(たな卸資産関係) にっいて」 は, 棚卸資産の取得価額にかんする詳細な
計算方法を示すことで,従来の通達の規定の整備に48), 大 き く 貢 献 し
46) この通達は, 原価差額の税務上の取り扱いについて統一を求める一般から
の要望の高まりにこたえて発せられたものであった。 ちなみに, 昭和27年2









Vo1.63,No.6, June, l953, p.7.
同様の批判は, 西野嘉一郎「原価差額に対する二つの規則 一国税庁『通達』




「企業会計座談会(I )  「原価差額の調整』通達をめく' っ て 」『企業会計』(臨
時 增 大 号 ) V o l . 5 , N o . 7 ,  July,1953, p.60.







48) 通達の従来の規定については, 「法人税法基本通達」 (昭和25年9月25日,,







ア プ ロ ー チがなされたという意味で,原価差額の調整に関する通達とともに,,,
ーつの時期を画したといってよい」 と述べている。 「座談会 企業会計制度
の基盤 ゎが国会計法制の30年」 『企業会計』 Vol.30,No. l2,November,,
l978,p.27.
50) 法人税取扱通達の全面改正作業は,昭和25年の「法人税法基本通達」(昭















の と し て 注 目 さ れ ょ う 。「座談会 棚卸資産に関する取扱通達の要改正点に
ついて」 『税経通信』Vol. l2,No. l10ctober,1957,p.186.
51) 昭和34年の法人税法施行規則改正の歴史的意義と, この改正が行われるこ
ととなった背景について,武田教授は, つぎのように述べて,企業会計的手
法の導入を求めた 「27年意見書」 の影響力に注目している。 /''
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これらの改正によって, 役員報酬ならびに賞与, 固定資産の交換, 固定資
産の評価換え,資産の取得価額,繰延費用の償却,価格変動準備金の対象
資産などにかんする規定が政令として明文化されることとなった。 これら
の新たな規定のなかで, 税法と 「企業会計原則」 との調整という側面から
とくに注日される点は, つぎのとおりである。
固定資産の評価損益の損金ならびに益金への算入を原則的に認めな





行規則第2l条の 9 ) を 設 け た こ と。
繰延費用の範国にっいて 「資産の取得価額に算入される費用及び前
払費用を除く」 旨の規定 (法人税法施行規則第2l条の 8 )  を設けたこ
とに伴つて, 資産の取得価額に含まれるべき費用の範囲を明確にする
必要性が生じたため,株式,棚卸資産, 固定資産の取得価額にかんす
る原則的規定(法人税法施行規則第l9条の6,同規則第20条の 4 , 同










が与 つて力があったといえる。」 (武田,l990,42ベー ジ。)
52) 退取結与引当金制度は, 昭和27年の法人税法施行規則の改正によって創設
されている。
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53) 路和37年4月の商法改正では, 「企業会計原則」 との調整がはかられ, 資
産評価原則については, 従来の時価以下主義に代つて取得原価主義が新たに
採用されている。 ちなみに. この改正では, 株式会社の流動資産の評価につ
いて,つぎのような規定が創設された。
「第285条ノ 2 流動資産 一 付テ ハ其 ノ 取得原価又ハ製作価額フ開'ス ル
コ ト ヲ 要 ス 但 シ 時 価 力'取得価額又ハ製作価額 ヨ リ 著 シ ク 低 キ ト キ ハ其 ノ
価格ガ取得価額又、製作価額迄回復スルト認,,l ラ ル ル 場 合 ヲ 除 ク ノ 外 時
価 ヲ 附 ス ル コ ト ヲ 要 ス
前項ノ規定ハ時価ガ取得価額又ハ製 作 価 額 ヨ リ 低 キ ト キ ハ時価ヲ附スル
モ ノ ト ス」
一方, 「企業会計原則と関連諸法令との調整に関する連続意見書 第4
棚卸資産評価について」 (昭和37年8月7日,大蔵省企業会計審議会中間報
告) では, 時価主義について, 「財産貸借対照表の概念から導き出された評
価思考であって, 適正な期間損益計算を目的とする決算貸借対照表には適用




















くわえて, 「益金」 ならびに 「損金」という税法上の概念を,企業会計上
の収益ならびに費用概念をもとに定義した現行法人税法第22条第2項, な
らびに, 第3項の規定の創設をみた。
また, この全文改正では, 従来は, 通達で認められていた返品調整引当
金が法制化されるとともに (法人税法第53条), 賞与引当金制度も新たに
創設されるなど (法人税法第54条), 税法と 「企業会計原則」 との調整が
はかられた。
さ ら に ,  この全文改正では, 昭和37年改正商法の新規定との調整を目的




従来用いられてきた 「繰延費用」 という用語に代わる 「繰延資産」
56) 武田教授は, 昭和40年の法人税法全文改正の特色として, 課税所得計算に
おいて必要とされる用語等の定義を明示したこと . 企業会計上公正妥当と認
められる会計原則を可能な限り広範に取り入れたこと . 課税上許容される範
囲内で弾力的な取り扱いを認めたこと, 商法の計算規定との調整を図 つ た こ
と ,  の4点をあげて, 税法と「企業会計原則」との調整に大きく貢献したこ
の改正の意義を指摘している。「座談会 企業会計制度の基盤 ゎが国会計
法制の30年」「企業会計』Vol. 30 ,No. l2 , November,1978, pp.27-28.
もっとも,昭和40年の法人税法全文改正にも間題がなかったわけではない。
た と え ば ,  この改正では,昭和37年改正商法の新規定との調整をはかるため,,
国1車補助金 ・ 保険金等で取得した固定資産の圧縮記帳に代わる引当金方式が
容認されている (法人税法施行令第80条ならびに第86条)。 資産の圧縮額を
引当金として計上するこの引当金方式の妥当性をめく' っ て は ,  この方式を初
めて容認した通達「改正商法の施行に伴う法人税の取扱について」 (昭和38
年12月13日,直審(法)250)が示達された昭和38年l2月以来,論争が展開
されている。 この論争の要旨については,畑山, 1984,47ベ ー ジ, ま た , 論
争の詳細については, 「特集/企業会計関係諾法規の改正と法人税法 座談
会 改正商法と法人税法との調整」「税務広報』Vo1.l2,No.1, January,,
l964, pp.12-3 0 , な ら び に , 「座談会 商法と税法との調整通達について」
「税務広報』Vol.1 9 ,No . 2 , February, 1 964 , pp . l 10-126などを参照さ
れ た い 。 - 55 -
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という用語の導入, ならびに, その定義規定の創設 (法人税法第2条
第25項)と,線延資産にかんする減価償却計算規定の整備(法人税法
第32条ならびに法人税法施行令第64条)
3 ・ 2 ・ 3  「税法と企業会計との調整に関する意見書」の発表(昭和
41年10月 ) と 「公正会計処理基準」の認生
昭和41年には, 翌年の税制改正に重大な影響を及ぼすこ とになる公的な
報告書,意見書,ならびに,答申書が相次いで発表されている。
まず, 昭和41年5月, 日本会計学会税務会計特別委員会は, 「企業利益
と課税所得との差異及びその調整にっいて」 (以下では, 「特別委員会報告
書」 と略称する) と題された報告書を発表した57。「特別委員会報告書」
は , そ の 「 ま え が き 」 において,税法と企業会計との差異の調整方法にか
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ならびに, 差異の存する個別的事項にかんする税法批判ないし改正の要望


















を基調とする点で, 「27年意見書」 と同様であったが, 具体的提案におい
ては,過去の調整の歴史と 「特別委員会報告書」の提言とをふまえて,よ
り現実的な調整方法が模索されていたl'ol l。かくて,「4l年意見書」 は , 将
来において実施されるべき税法改正にむけて, つぎのような提案をおこな
59) たとえば, 泉 美之松 「「企業利益と課税所得との差異及び調整」 に関す




60) 「27年意見密」 と 「4l年意見書」との異同については,畑山, l984 ,49-
50ベージ, な ら び に, 清水,l987,56-57ベージを参照されたい。

























6 l )  税制調査会の税制簡素化特別部会ならびに税制簡素化専門小委員会は. 昭
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に及ぶ努力は, 上記の税制調査会の答申をテ コ として,  よ う や く 結 実 し ,
いわゆる 「公正会計処理基準」 の確立をみたことになる6' 1。
、、、.ならびに,  この提案の意義を指摘している。
「各事集年度の法人税の課税所得の計算原理は法22条によ り明かなごと
く ,  賓本取引を除いた総収益から, 同じく資本取引を除いた売上品原価
一般管理費及びその他の損失を控除して計算することとされている。
これは, 企葉の会計慣行の損益計算方式と原則的に 一 致しており . た
だ第23条より第65条までに特記されている項目だけが, 税法独自の立場
か ら一般会計價行の例外取扱いとなっている。 従 つ てこの計算体系を踏
興しその通用上の留意事項を規定すべき法人税通達も又, 企業会計價行
を肯定して, 例外事項の適用上の留意点を中心に記述されるべきである
に も か か わ ら ず. 現在の法人税法通達の規定の大部分は課税所得の計算





は ,  間題の核心として注日に価するものと言うべきである。」 (稲葉洲臣
「「税制簡素化についての中間報告』 の内容について」 『税務広報』 Vol.





64) 武田教授は,法人税法第22条第4項創設の意義について . つ ぎ の よ う に述
べている。
「こ れ は一つ の ェ ポ ッ ク で あ る と 考 え る。 平たくいえば税法の課税所得
の解釈については,とかく税務当局が主導梅を握 つていたわけであるが,,
この規定が入 つ た こ と に よ っ て ,  その解釈の主体は, 公正な会計処理の
基準によって判断するこ とを 無 視 す る こ と は で き な い こ と に な っ た わ/''
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長期に及んだ税務会計発達の停i帯は, 第二次世界大戦後になって, よ う
やく打破されることになるが, その契機となったのは, 昭和24年に発表さ




、. けである。 もちろん, 税法は税務行政の経済性を考慮して種々の画一的
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企業会計の尊重」 をかかげるかれらは, 当時, 同時平行的に進行中だった
企業会計制度改革のさらなる推進を求めるとともに, 近代的会計思考の税
法への導入を意味する税法改正を提案した。
『シ ャウプ勧告」は,  昭和25年の税制改正によって, ほぼ全面的に実施
に移され, 法人税法ならびに法人税法施行規則の大幅な改正をみた。 わが
国税務会計近代化への本格的な歩みの第一歩が, ここにしるされたことに
なるが, fシ ャ ウプ勧告」の影響は, これらの法令改正だけにとどまらず,
税務会計のいっそうの近代化を求める運動へ と点火していった。









いった。 『シ ャウプ動告』 の啓発を受けた研究者ならびに進歩的官僚の手
によって, 税務会計の理論研究が一定の発展を遂げたこの時代は, 「税務
会計研究の典隆期」 と み ら れ よ う。
「シ ャウプ税制」 成立以降の税務会計近代化運動の第一段階の章引役が,






には, 企業会計を税務会計の基盤とすべきことを認めた法人税法第22条第- 6 l - 3l
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4項の規定の創設となって, 実を結んだ。
一般に, 「公正会計処理基準」 と呼ばれるこの規定の創設は, 企業会計
を基礎に置く今日の税務会計の誕生を意味する点において, 税務会計近代
化の歴史のひとっの到達点とみられよう。 そこに至るまでの税務会計発展
の歴史は, 「企業会計原則」 と税法との調整の歴史であると同時に, かく
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